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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第８期
第１四半期
累計(会計)期間

第９期
第１四半期
累計(会計)期間

第８期

会計期間
自平成20年４月１日
至平成20年６月30日

自平成21年４月１日
至平成21年６月30日

自平成20年４月１日
至平成21年３月31日

売上高（千円） 249,952 　207,254 1,226,003

経常損失（△）（千円） △49,811 △61,239 △83,636

四半期（当期）純損失（△）　（千円） △50,929 △61,581 △117,737

持分法を適用した場合の投資利益（千円） － － －

資本金（千円） 361,950 361,950 361,950

発行済株式総数（株） 26,400 26,400 26,400

純資産額（千円） 592,153 461,110 522,371

総資産額（千円） 848,065 683,652 876,568

１株当たり純資産額（円） 22,430.05 17,466.32 19,786.80

１株当たり四半期（当期）純損失金額

（△）（円）
△1,929.15 △2,332.64 △4,459.74

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）

純利益金額（円）
－ － －

１株当たり配当額（円） － － －

自己資本比率（％） 69.8 67.4 59.6

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
77,468 41,080 10,902

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△31,314 △3,246 △57,252

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△267 △50,802 47,325

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残

高（千円）
371,851 313,972 326,940

従業員数（人） 59 60 53

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

　　　　２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

　　　　３．持分法を適用した場合の投資利益については、第８期第１四半期累計（会計）期間及び第８期については、利益

基準及び剰余金基準からみて重要性に乏しいため、第９期第１四半期累計（会計）期間については、関連会

社が存在しないため、記載を省略しております。

　　　　４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期

（当期）純損失であるため記載しておりません。

　　　　５．１株当たり配当額については、配当を実施していないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第１四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

３【関係会社の状況】

　該当事項はありません。

４【従業員の状況】

提出会社の状況

 平成21年６月30日現在

従業員数（人） 60　

　（注）従業員数は就業人員であります。
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第２【事業の状況】

１【仕入、受注及び販売の状況】

（1）仕入実績

　当第１四半期会計期間の仕入実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門別
当第１四半期会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

前年同四半期比（％）

ＭＳＳＰ事業（千円） 79,499 83.2

合計（千円） 79,499 83.2

　（注）上記の金額には消費税等は含まれておりません。

（2）受注実績

　当第１四半期会計期間の受注状況を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門別

当第１四半期会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

受注高 前年同四半期比（％） 受注残高 前年同四半期比（％）

ＭＳＳＰ事業（千円） 206,700 78.0 311,755 104.5

ＬＡＰ事業（千円） 9,651 29.5 73,249 105.2

合計（千円） 216,352 72.7 385,004 104.7

　（注）上記の金額には消費税等は含まれておりません。
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（3）販売実績

　当第１四半期会計期間の販売実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門別
当第１四半期会計期間
(自 平成21年４月１日
至 平成21年６月30日)

前年同四半期比（％）

ＭＳＳＰ事業（千円） 186,802 82.5

 セキュリティプロダクト販売 97,042 87.1

 サービス収入 89,760 78.0

  
セキュアシステム導入（構築）コンサルティ

ングサービス
9,892 46.5

  監視・運用サービス 76,668 104.2

  セキュリティ・ヘルプデスクサービス 2,509 21.1

  セキュリティ監査サービス 690 8.3

ＬＡＰ事業（千円） 20,451 87.0

 サービス収入 20,451 87.0

  
LogStare導入（構築）コンサルティングサー

ビス
110 7.4

  LogStareサービス 17,773 129.6

  LogStareソフトウェアサービス 2,568 31.0

商品売上高　合計（千円） 97,042 87.1

サービス収入　合計（千円） 110,212 79.5

総合計（千円） 207,254 82.9

　（注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

２．前第１四半期会計期間及び当第１四半期会計期間の主要な販売先及び当該販売実績の総販売実績に対する

割合は次のとおりであります。

相手先

前第１四半期会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％)

ＫＤＤＩ株式会社 34,926 14.0 35,359 17.1

伊藤忠テクノソリュー

ションズ株式会社
35,255 14.1 10,535 5.1

（注）上記の金額には消費税等は含まれておりません。
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２【事業等のリスク】

　当第１四半期会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。　

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

（１）財政状態の分析

　当第１四半期会計期間末における流動資産は452,938千円（前期末比185,267千円減）となりました。減少の主

な要因は、売掛金の減少179,489千円によるものです。

　固定資産は230,714千円（前期末比7,648千円減）となりました。減少の主な要因は、工具、器具及び備品1,500千

円、ソフトウェア3,079千円の取得と、減価償却費12,504千円の差額によるものです。

　以上により資産合計は、683,652千円（前期末比192,915千円減）となりました。

　流動負債は219,599千円（前期末比130,852千円減）となりました。減少の主な要因は、前受金30,024千円の増加

と、短期借入金50,000千円及び買掛金119,227千円の減少との差額によるものです。

　固定負債は2,941千円（前期末比802千円減）となりました。減少の要因は、長期未払金802千円の減少によるも

のです。

　以上により負債合計は、222,541千円（前期末比131,655千円減）となりました。

　純資産は461,110千円（前期末比61,260千円減）となりました。減少の主な要因は、四半期純損失61,581千円の

減少によるものです。

（２）経営成績の分析

　当第１四半期会計期間におけるわが国経済は、米国のサブプライムローン問題に端を発した世界的金融危機の

影響による急速な景気の悪化が長期化し、在庫調整の一巡による景気下げ止まりの兆候が一部に見られるもの

の、本格的な回復の時期については不透明であり、依然として厳しい状況が続いております。

　情報セキュリティ業界におきましては、新規投資の先送りや縮小等の抑制が強く、企業の設備投資に対する姿勢

は慎重さが増してきており、依然として厳しい経営環境が続いております。

　このような状況の中、当社は、「第６回情報セキュリティEXPO」及び「RSA Conference Japan 2009」への出展

を行うなど、当社及び当社の製品・サービスの情報発信を強化し、エンドユーザへの直接アプローチに注力して

営業活動を行ってまいりました。

　マネージド・セキュリティ・サポート・プロバイダー事業におきましては、引き続き定常的にサービス提供を

行う顧客の獲得に努めるとともに、新たな取扱機器及びサービスの拡大並びに品質のさらなる向上を図ってまい

りました。その結果、この部門の売上高は、186,802千円（前年同四半期比17.5％減）となりました。

　一方、ログ・アナリシス・プロバイダー事業におきましては、どのようなログフォーマットであっても管理画面

上の設定から柔軟に対応することができる「ユニバーサルログパーサ」のリリースを行い、ログ分析システム

「LogStare」の対応領域の拡大をさらに図ってまいりました。その結果、この部門の売上高は、20,451千円（前年

同四半期比13.0％減）となりました。

　以上の結果、売上高207,254千円（前年同四半期比17.1％減）、営業損失61,167千円（前年同四半期は、49,881千

円の営業損失）、経常損失61,239千円（同49,811千円の経常損失）、四半期純損失61,581千円（同50,929千円の

四半期純損失）となりました。　
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（３）キャッシュ・フローの状況

　当第１四半期会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」といいます。）は、前事業年度末に比べ、

12,967千円減少し、当第１四半期末には313,972千円になりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果、資金は41,080千円の取得（前年同期は、77,468千円の取得）となりました。これは主に売上債

権の減少179,489千円及び前受金の増加30,024千円並びに減価償却費12,504千円、仕入債務の減少119,227千円及

び税引前四半期純損失61,239千円の差額によるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果、資金は3,246千円の使用（前年同期は、31,314千円の使用）となりました。これは主にソフト

ウェアの取得3,079千円によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果、資金は50,802千円の使用（前年同期は、267千円の使用）となりました。これは主に短期借入金

の返済50,000千円によるものです。

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

（５）研究開発活動

　当第１四半期会計期間における研究開発活動の金額は、8,973千円であります。

　なお、当第１四半期会計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第１四半期会計期間において、主要な設備に異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第１四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 78,000

計 78,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成21年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年８月13日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 26,400 26,400

大阪証券取引所

（ニッポン・ニュー・マー

ケット－「ヘラクレス」）

当社は単元株制

度は採用してお

りません。

計 26,400 26,400 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成21年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

　旧商法第280条ノ20及び旧商法第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は次のとおりであります。

１．平成14年６月30日定時株主総会（第１回新株予約権）

区分
第１四半期会計期間末現在
（平成21年６月30日）

新株予約権の数（個） 103

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 515（注1,5）

新株予約権の行使時の払込金額（円） 10,000（注2,3）

新株予約権の行使期間
平成14年７月１日より

平成24年６月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　 10,000

資本組入額　5,000

新株予約権の行使の条件 （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）１　当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により本新株予約権の目的たる株式の数を調整するもの

とする。但し、かかる調整は本新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない本新株予約権の目的たる株

式の数についてのみ行われ調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割（または併合）の比率

２　当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は

切り上げる。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合比率

３　新株予約権発行日後に、当該時点での１株当たり行使価額を下回る払込金額をもって新株式の発行、自己株式

の処分、新株予約権（その権利行使により発行される株式の発行価格が当該時点での１株当たり行使価額を

下回る場合に限る。）の発行により、当社の株式数に変更を生じるとき、または変更を生ずる可能性があると

きには、その都度次の算式により調整される。

    
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
調整前１株当たり行使価額

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

計算の結果１円未満の端数が生じたときは、円未満小数第３位まで算出し、小数第３位を切り上げる。

その他、これらの場合に準じ払込金額の調整を必要とされる場合にも、必要かつ合理的な範囲で適切に調整

されるものとする。

４　①　各新株予約権の一部については、これを行使することができない。

②　本新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において、当社の取締役、監査役または従業員の地位にあ

ることを要する。但し、任期満了による退任、定年退職その他正当な理由のある場合にはこの限りではな

い。

③　新株予約権の譲渡、質入れその他の処分をすることができない。

④　その他の条件は、当社と対象者との間で締結する「新株予約権付与契約」で定めるところによる。

５　新株予約権の目的となる株式の数は、株主総会決議における新株予約権発行予定数から未付与数及び退職等

の理由により権利を喪失した者の新株予約権の数を減じている。 

 

EDINET提出書類

株式会社セキュアヴェイル(E05606)

四半期報告書

10/25



２．平成15年３月27日臨時株主総会（第２回新株予約権）

区分
第１四半期会計期間末現在
（平成21年６月30日）

新株予約権の数（個） 21

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 105（注1,5）

新株予約権の行使時の払込金額（円） 40,000（注2,3）

新株予約権の行使期間
平成15年３月27日より

平成25年３月26日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　 40,000

資本組入額 20,000

新株予約権の行使の条件 （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）１　当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により本新株予約権の目的たる株式の数を調整するもの

とする。但し、かかる調整は本新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない本新株予約権の目的たる株

式の数についてのみ行われ調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割（または併合）の比率

２　本新株予約権発行日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調

整による１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合比率

３　新株予約権発行日後に、当該時点での１株当たり行使価額を下回る払込金額をもって新株式の発行、自己株式

の処分、新株予約権（その権利行使により発行される株式の発行価格が当該時点での１株当たり行使価額を

下回る場合に限る。）の発行により、当社の株式数に変更を生じるとき、または変更を生ずる可能性があると

きには、その都度次の算式により調整される。

    
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
調整前１株当たり行使価額

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

計算の結果１円未満の端数が生じたときは、円未満小数第３位まで算出し、小数第３位を切り上げる。

その他、これらの場合に準じ払込金額の調整を必要とされる場合にも、必要かつ合理的な範囲で適切に調整

されるものとする。

４　①　各新株予約権の一部については、これを行使することができない。

②　本新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において、当社の取締役、監査役または従業員の地位にあ

ることを要する。但し、任期満了による退任、定年退職その他正当な理由のある場合にはこの限りではな

い。

③　新株予約権の質入れその他の処分をすることができない。

④　その他の条件は、当社と対象者との間で締結する「新株予約権付与契約」で定めるところによる。

５　新株予約権の目的となる株式の数は、株主総会決議における新株予約権発行予定数から未付与数及び退職等

の理由により権利を喪失した者の新株予約権の数を減じている。
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３．平成17年６月21日定時株主総会（第３回新株予約権）

区分
第１四半期会計期間末現在
（平成21年６月30日）

新株予約権の数（個） 40

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 200（注1,5）

新株予約権の行使時の払込金額（円） 45,000（注2,3）

新株予約権の行使期間
平成19年７月１日より

平成25年６月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　 45,000

資本組入額 22,500

新株予約権の行使の条件 （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）１　当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により本新株予約権の目的たる株式の数を調整するもの

とする。但し、かかる調整は本新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない本新株予約権の目的たる株

式の数についてのみ行われ調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割（または併合）の比率

２　本新株予約権発行日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調

整による１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合比率

３　新株予約権発行日後に、当該時点での１株当たり行使価額を下回る払込金額をもって新株式の発行、自己株式

の処分、新株予約権（その権利行使により発行される株式の発行価格が当該時点での１株当たり行使価額を

下回る場合に限る。）の発行により、当社の株式数に変更を生じるとき、または変更を生ずる可能性があると

きには、その都度次の算式により調整される。

    
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
調整前１株当たり行使価額

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

計算の結果１円未満の端数が生じたときは、円未満小数第３位まで算出し、小数第３位を切り上げる。

その他、これらの場合に準じ払込金額の調整を必要とされる場合にも、必要かつ合理的な範囲で適切に調整

されるものとする。

４　①　各新株予約権の一部については、これを行使することができない。

②　本新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において、当社の取締役、または従業員の地位にあること

を要する。但し、任期満了による退任、定年退職その他正当な理由のある場合にはこの限りではない。

③　新株予約権の質入れその他の処分をすることができない。

④　その他の条件は、当社と対象者との間で締結する「新株予約権付与契約」で定めるところによる。

５　新株予約権の目的となる株式の数は、株主総会決議における新株予約権発行予定数から未付与数及び退職等

の理由により権利を喪失した者の新株予約権の数を減じている。
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（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成21年４月１日～

平成21年６月30日
－ 26,400 － 361,950 － 338,950

（５）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。

（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成21年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

①【発行済株式】

 平成21年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　　26,400 26,400 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 26,400 － －

総株主の議決権 － 26,400 －

 

②【自己株式等】

 平成21年３月31日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成21年４月 ５月 ６月

最高（円） 12,600 20,000 20,000

最低（円） 10,030 10,500 15,600

　（注）最高・最低株価は、大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マーケット－「ヘラクレス」におけるものであります。

 

３【役員の状況】

  前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第

63号。以下「四半期財務諸表等規則」といいます。）に基づいて作成しております。

なお、前第１四半期累計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規

則に基づき、当第１四半期会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び当第１四半期累計期間

（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しておりま

す。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期累計期間（平成20年４月１日から平成

20年６月30日まで）に係る四半期財務諸表並びに当第１四半期会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30

日まで）及び当第１四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期財務諸表につ

いて、あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期会計期間末
(平成21年６月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 313,972 326,940

売掛金 102,231 281,721

商品及び製品 1,954 4,389

仕掛品 5,198 1,831

原材料及び貯蔵品 388 622

前渡金 7,260 226

前払費用 21,868 18,857

未収入金 64 3,524

その他 － 94

流動資産合計 452,938 638,205

固定資産

有形固定資産

建物 46,092 46,092

減価償却累計額 △14,119 △12,785

建物（純額） 31,972 33,307

車両運搬具 2,735 2,735

減価償却累計額 △2,173 △2,124

車両運搬具（純額） 562 611

工具、器具及び備品 58,596 57,096

減価償却累計額 △40,664 △38,603

工具、器具及び備品（純額） 17,931 18,492

有形固定資産合計 50,467 52,411

無形固定資産

ソフトウエア 102,332 108,283

電話加入権 241 241

無形固定資産合計 102,574 108,524

投資その他の資産

投資有価証券 7,835 7,514

長期前払費用 240 285

差入保証金 69,597 69,627

投資その他の資産合計 77,672 77,427

固定資産合計 230,714 238,362

資産合計 683,652 876,568
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（単位：千円）

当第１四半期会計期間末
(平成21年６月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 55,321 174,548

短期借入金 － 50,000

未払金 14,373 12,922

未払費用 35,632 11,528

未払法人税等 734 2,718

未払消費税等 2,315 8,318

前受金 96,976 66,952

預り金 2,429 2,746

賞与引当金 11,816 20,718

流動負債合計 219,599 350,452

固定負債

長期未払金 2,941 3,744

固定負債合計 2,941 3,744

負債合計 222,541 354,197

純資産の部

株主資本

資本金 361,950 361,950

資本剰余金 338,950 338,950

利益剰余金 △237,035 △175,453

株主資本合計 463,864 525,446

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △2,753 △3,074

評価・換算差額等合計 △2,753 △3,074

純資産合計 461,110 522,371

負債純資産合計 683,652 876,568
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（２）【四半期損益計算書】
【第１四半期累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

売上高 249,952 207,254

売上原価 181,158 150,743

売上総利益 68,794 56,510

販売費及び一般管理費 ※
 118,676

※
 117,678

営業損失（△） △49,881 △61,167

営業外収益

受取利息 84 51

受取配当金 6 2

その他 0 0

営業外収益合計 91 54

営業外費用

支払利息 21 126

営業外費用合計 21 126

経常損失（△） △49,811 △61,239

特別損失

固定資産除却損 781 －

特別損失合計 781 －

税引前四半期純損失（△） △50,593 △61,239

法人税、住民税及び事業税 325 342

法人税等調整額 10 －

法人税等合計 335 342

四半期純損失（△） △50,929 △61,581
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第１四半期累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純損失（△） △50,593 △61,239

減価償却費 12,725 12,504

賞与引当金の増減額（△は減少） △11,921 △8,901

受取利息及び受取配当金 △91 △54

支払利息 21 126

固定資産除却損 781 －

売上債権の増減額（△は増加） 184,887 179,489

たな卸資産の増減額（△は増加） △587 △698

仕入債務の増減額（△は減少） △107,917 △119,227

前受金の増減額（△は減少） 33,824 30,024

その他 16,441 10,382

小計 77,572 42,405

利息及び配当金の受取額 91 54

利息の支払額 △21 △64

法人税等の支払額 △172 △1,314

営業活動によるキャッシュ・フロー 77,468 41,080

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △317 △196

無形固定資産の取得による支出 △9,456 △3,079

差入保証金の差入による支出 △21,580 －

その他 40 30

投資活動によるキャッシュ・フロー △31,314 △3,246

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の返済による支出 － △50,000

割賦債務の返済による支出 △267 △802

財務活動によるキャッシュ・フロー △267 △50,802

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 45,886 △12,967

現金及び現金同等物の期首残高 325,964 326,940

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 371,851

※
 313,972
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　　　当第１四半期会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

　　　　該当事項はありません。　

【簡便な会計処理】

　　　当第１四半期会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

　　　　固定資産の減価償却費の算定方法

　定率法を採用している資産については、事業年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法によってお

ります。

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　　　当第１四半期会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

　　　　該当事項はありません。

【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

　      当第１四半期会計期間末（平成21年６月30日）

　　　　　該当事項はありません。

 

　　　　前事業年度末（平成21年３月31日）

　　　　　該当事項はありません。

（四半期損益計算書関係）

前第１四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

　役員報酬 12,483千円

　給与手当 28,620 

　賞与引当金繰入額 3,844 

　法定福利費 5,032 

　地代家賃 17,033 

　支払手数料 8,292 

　減価償却費 2,531 

　研究開発費 10,530 

　役員報酬 9,738千円

　給与手当 27,599 

　賞与引当金繰入額 4,625 

　法定福利費 4,750 

　地代家賃 18,241 

　支払手数料 10,144 

　減価償却費 1,844 

　研究開発費 8,973 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年６月30日現在） （平成21年６月30日現在）

 （千円）

　現金及び預金 371,851

　預入期間が３ヶ月を超える定期預金 －

　現金及び現金同等物 371,851

 

 （千円）

　現金及び預金 313,972

　預入期間が３ヶ月を超える定期預金 －

　現金及び現金同等物 313,972
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（株主資本等関係）

当第１四半期会計期間末（平成21年６月30日）及び当第１四半期累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年

６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　26,400株

 

２．自己株式の種類及び株式数

　該当事項はありません。

 

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

　該当事項はありません。

（有価証券関係）

　当第１四半期会計期間末（平成21年６月30日）

　　有価証券については、事業の運営において重要なものがないため、記載を省略しております。

（デリバティブ取引関係）

　当第１四半期会計期間末（平成21年６月30日）

　　当社は、デリバティブ取引を行っておりませんので、該当事項はありません。

（持分法損益等）

　前第１四半期会計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

　利益基準及び剰余金基準からみて重要性の乏しい関連会社であるため、記載を省略しております。

　なお、同社の平成20年6月の第三者割当増資により当社持分比率が低下したため、関連会社に該当しなくなって

おります。

　当第１四半期会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

　該当事項はありません。

（ストック・オプション等関係）

当第１四半期会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期会計期間末
（平成21年６月30日）

前事業年度末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 17,466円32銭 １株当たり純資産額 19,786円80　銭

２．１株当たり四半期純損失金額

前第１四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額 1,929円15銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式はありますが、１株当たり四半期純損失のた

め記載しておりません。

１株当たり四半期純損失金額 2,332円64銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式はありますが、１株当たり四半期純損失のた

め記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

四半期純損失（千円） 50,929 61,581

普通株主に帰属しない金額（千円）　 － －

普通株式に係る四半期純損失（千円） 50,929 61,581

期中平均株式数（株） 26,400 26,400

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

（リース取引関係）

　当第１四半期会計期間末（平成21年６月30日）

　　該当事項はありません。　

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年８月13日

株式会社セキュアヴェイル

取締役会　御中

あずさ監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 近藤　康仁　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 西田　順一　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社セキュア

ヴェイルの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第８期事業年度の第１四半期累計期間（平成20年４月１日から

平成20年６月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・

フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社セキュアヴェイルの平成20年６月30日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がす

べての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年８月13日

株式会社セキュアヴェイル

取締役会　御中

あずさ監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 近藤　康仁　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 西田　順一　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社セキュア

ヴェイルの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第９期事業年度の第１四半期会計期間（平成21年４月１日から

平成21年６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期財務諸

表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行っ

た。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表

明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社セキュアヴェイルの平成21年６月30日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がす

べての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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